
主要施策名：（２）生涯学習の充実

基本目標(章) 主要施策(節) 施策区分
事務事業

コード
事務事業 所管課

221-1 社会教育委員・指導員活動及び研修事業
コミュニティ推進

課

221-2 社会教育団体支援事業
コミュニティ推進

課

221-3 地域学校協働活動推進事業
コミュニティ推進

課

221-4 人権教育啓発推進研修事業
コミュニティ推進

課

221-5 成人式開催事業
コミュニティ推進

課

221-6 高齢者教室開催事業
コミュニティ推進

課

222-1 公民館施設管理・運営事業
コミュニティ推進

課

222-2 生涯学習推進事業
コミュニティ推進

課

222-3 岱明町ホタルの里維持管理事業
コミュニティ推進

課

222-4 生涯スポーツ推進事業
コミュニティ推進

課

223-1 図書館運営事業
コミュニティ推進

課

223-2 子ども読書推進事業
コミュニティ推進

課

223-3 図書館システム事業
コミュニティ推進

課

223-4 図書館施設管理事業
コミュニティ推進

課

（１）社会教育の推進 221-7 青少年センター事務局事業
コミュニティ推進

課

事務事業本数：15

（１）社会教育の推進

（２）公民館の振興

（３）図書館の振興

②人と文化を育
む地域づくり

（２）生涯学習の
充実

1



≪基本情報≫

□ □ ：

■

□ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 1 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 社会教育委員・指導員活動及び研修事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 西川 慶一郎

事務事業コード 221-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

■ 該当施策区分 （１）社会教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 社会教育法、市社会教育委員設置条例、市社会教育指導員に関する規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

教育に関する知識をあらゆる生涯学習に生かしながら、各種事業への協力及び助言が必要とされているとともに、市
民の意向を生涯学習事業に反映させるために、社会教育委員からの生涯学習事業への指導・助言をする仕組みづく
りが必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、社会教育委員、社会教育指導員

意図
（どのような状態にしたいか）

生涯学習の各分野についての直接指導及び相談等に社会教育指導員があたり、社会教育事業全般を充実させる。
また、各研修会への参加により社会教育に関する知識を深めていただき、会議等において業務への助言を求める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・社会教育に関する諸計画の立案、教育委員会の諮問に対する意見と
研究調査、青少年教育の特定分野に関係するものへの助言と指導を
教育委員が委嘱した12名の社会教育委員に行わせる。
・社会教育の特定分野の生涯教育及び家庭教育、青少年教育、人権
教育、社会体育、社会教育団体、社会教育施設運営（7項目）について
直接指導と学習相談に教育委員会が任命した2名の社会教育指導員
をあたらさせる。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 社会教育委員活動及び研修事業

② 社会教育指導員活動事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,937 1,941 155 216 0

一般財源 1,937 1,941 155 216

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.10 0.10 0.10 0.10

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,764 1,764

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,527 2,489 703 766

小　　　　計 590 548 548 550

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

社会教育委員活動及び研
修事業

委員による教育委員会諮問への
意見や調査研究を行う。

会議等参加回数 回 8 8 3 3

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

18 18 33社会教育指導員活動事業
指導員による特定分野への指導
や学習相談等を行う。

放課後子ども教室等参
加回数

回 18

766

対象１単位あたりのコスト（千円） 70 57 10 11

R03年度予算

対象（ 社会教育委員及び社会教育指導員の活動参加回数 36 44 72 72

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,527 2,489 703

91.78% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 124.09% （↑） 579.36% （↑）

40 40 40

36 26 39
1 社会教育委員活動参加者数

委員として委員会会議や各種事業に参
加した延べ人数

人
40

20 20 20

21 20 33
2 社会教育指導員助言等回数

指導員が指導・助言・相談を行った回
数

回
20

＊成果未達成時の理由
社会教育委員会議については、会議形式から書面に変更したことにより意見聴取を行うことが出来た。コロナウイルス感染症拡大
防止により会議・研修が中止となったことにより社会教育委員の参加人数が成果未達成となった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

負担金をとることはできない。

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

社会教育委員活動は、コロナウイルス感染症拡大により、社会教育委員会議各種研修会及び大会等が中止となったほか、書
面決議となったが、成年年齢引き下げに伴う玉名市成人式の対象年齢についての意見聴取や社会教育団体補助金交付に関
する意見聴取を行うことができた。社会教育指導員については、地域学校協働本部として年間事業計画の作成、活動の実態
把握、研究、提言などを行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

　社会教育委員活動については、各種会議、研修会等に参加し、今後も引き続き委員の資質向上を図っていく。また、社会教
育指導員については、特に令和２年度より市内全域で実施する地域学校協働活動の更なる充実を図るために、地域学校協
働本部として、学校運営協議会との一体的な推進に取り組んでいく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

コロナ禍において、あらゆる社会教育活動が制限され、社会教育委員の研修会等も中止となったが、果たす役割は非常に重要であること
から、感染対策を徹底し、書面等による委員の資質向上に取り組むことが重要である。
また、地域学校協働推進事業を推進するにあたって、社会教育指導員の役割もますます重要となっており、地域と学校の懸け橋となるべ
き活動推進員の育成や情報提供、交流会の開催等重要な役割を担うことになっている。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 1 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 社会教育団体支援事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 東芽歩　池田景子　緒方麻依子

事務事業コード 221-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

■ 該当施策区分 （１）社会教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

社会教育団体は社会教育活動を推進するための市民団体であり、市の社会教育行政の活性化のために必要で重要
な組織であることから、可能な限りの支援が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、社会教育団体

意図
（どのような状態にしたいか）

社会教育団体活動の振興、普及、発展に寄与する公益性の高い団体に財政支援や人的支援を行うことで、社会教育
行政の向上と活性化を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
・各種団体の活動や運営に対する市補助金の交付
・事務局庶務及び事業実施に対する人的支援
・家庭教育に関する講演会開催を各単位PTAに委託

⇒

事務事業を構成する細事業（　7　）本

① 市子ども会連合会支援事業

② 市ＰＴＡ連絡協議会支援事業

③ 青少年育成市民会議事務局支援事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,360 2,224 2,189 1,993 0

一般財源 2,360 2,224 2,189 1,993

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.05 1.25 1.00 1.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 390 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 8,551 9,069 7,665 7,490

小　　　　計 6,191 6,845 5,476 5,497

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

市子ども会連合会支援事
業

活動等に対する補助金交付や
人的支援を行う。

開催事業参加者数 人 1336 1178 126 1000

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

870 481 800

青少年育成市民会議事務
局支援事業

活動等に対する補助金交付や
人的支援を行う。

開催事業参加者数 人 265 228 193 -

市ＰＴＡ連絡協議会支援事
業

活動等に対する補助金交付や
人的支援を行う。

開催事業参加者数 人 536

7,490

対象１単位あたりのコスト（千円） 4 4 10 4

R03年度予算

対象（ 開催事業参加者数 2137 2276 800 1800

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 8,551 9,069 7,665

230.26% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.42% （↑） 41.59% （↓）

12 12 12

12 11 11
1 社会教育推進団体数 社会教育団体の構成団体数 団体

13

80.0 80.0 80.0

77.3 72.7 72.7
2 社会教育団体における事務局自立率

社会教育団体で事務局が自立している
数／社会教育団体数

率
80.0

＊成果未達成時の理由
固定的団体（市ＰＴＡ等５団体）及び変動団体（女性の会6団体）＝11団体。女性の会は会員の高齢化等を理由に申請は減少傾向
である。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

団体支援事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

青少年育成市民会議はＲ2年度をもって廃止し、一部事業をＲ3年度より青少年センター事務局事業に統合した。また、家庭教
育講演会による委託事業をＲ2年度をもって廃止した。女性の会助成金交付事業については、令和3年度申請分より補助金の
上限額を５万円から４万円に引き下げた。また、社会教育団体における事務局の団体移行についても検討した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

社会教育団体は、本市の社会教育活動を推進していくための市民団体であることから、今後も引き続き事業を支援していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
社会教育団体に対する補助金については、これまで同様、支援を継続していく必要があるが、自主的
な運営ができるよう促し事務局の移管に努める必要がある。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □
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≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 地域学校協働活動推進事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 東 芽歩

事務事業コード 221-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

■ 該当施策区分 （１）社会教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 社会教育法、熊本県教育・文化等振興補助金交付要綱 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

地域社会のつながりや支えあいの希薄化等による地域の教育力の低下や学校が抱える課題の複雑化･困難化といっ
た社会的課題の解決を目指すとともに、地域と学校が連携･協働し、地域全体で未来を担う子ども達の成長を支えて
いく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市立小中学校21校の児童・生徒と教職員、保護者、地域及び地域住民

意図
（どのような状態にしたいか）

地域と学校の連携･協働体制を構築し目的を共有することで、地域学校協働活動の取り組みが増加し、学校が抱える
課題が解消されるとともに、社会に開かれた教育課程が実現する。また、子どもたちが地域に目を向け地域に愛着を
感じるようになり、地域も子供たちにかかわることで地域住民の学びにつながる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H19 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・市内21小中学校に地域学校協働活動推進員を配置し、幅広い地域
住民等の参画を得て、学校への各種学習支援を行うことで、教職員負
担軽減を図り、児童・生徒と向き合う時間を増やす。また、児童･生徒が
地域の実情に応じた社会奉仕活動等を実施することで郷土愛を育む。
・放課後の空き教室を活用して、子どもたちの安全・安心な活動拠点を
確保し、地域の方々の参画を得て、様々な体験活動や学習活動、交流
活動を実施し子どもたちの豊かな人間性を育む。

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 地域学校協働活動推進事業

② 放課後子ども教室推進事業

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 697 719 2,021 4,713 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,187 1,059 3,430 7,073 0

一般財源 490 340 1,409 2,360

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.70 0.50 0.55 0.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.45 0.45

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 5,314 3,797 7,320 10,984

小　　　　計 4,127 2,738 3,890 3,911

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

地域学校協働活動推進事
業

要望のあった業務に対し、学校支
援員を学校へ派遣する。

支援要請種目数 種類 13 13 122 130

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2 0 2
放課後子ども教室推進事
業

小学校の空き教室で放課後に地域住民により
体験学習を実施する。

放課後子ども教室実施
校数

校 2

10,984

対象１単位あたりのコスト（千円） 409 292 60 84

R03年度予算

対象（ 支援要請種目数 13 13 122 130

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 5,314 3,797 7,320

71.01% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 139.95% （↑） 486.79% （↑）

600 3000 3000

623 499 2805
1 教員が児童・生徒と向き合えた時間数

学校側からの支援要請に支援員が対
応した時間

時間
950

20 20 20

15 19 0
2 放課後子ども教室参加児童数 教室に参加した児童の人数 人

40

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症の拡大により、地域学校協働活動の自粛及び放課後子ども教室の開催が中止となったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

地域と学校の協働活動事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和2年度は玉名中及び玉陵中校区の６小中学校で実施していた「地域学校協働活動推進事業」を市内全域２１小中学校に
拡大して実施した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

昨今、子どもたちを取り囲む環境は日々変化しており、次世代を担う、地域を愛し、生きる力のある子どもを育成するために
は、学校、家庭・地域が連携・協働することが不可欠である。令和2年度から全市的に地域学校協働活動推進事業を展開し、
地域全体で子どもたちを育てる体制を作っていることから、今後も引き続き、事業を継続していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

市内全域の小中学校に事業を拡大しての初年度であり、コロナ禍で制限される中ではあったが、研修
会による活動推進員の育成や情報提供が図ることができた。引き続き、事業の周知普及に努めるとと
もに、社会教育指導員を中心に活動推進員の交流や意見交換、地域と学校との結びつけ等支援を継
続する必要がある。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】
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≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 1 9

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 人権教育啓発推進研修事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 池田 景子

事務事業コード 221-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

■ 該当施策区分 （１）社会教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市人権教育・啓発基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

同和問題をはじめとする、様々な分野での差別や偏見の解消のための取組みが行われてきたが、依然として職場や
地域社会における人権に関わる問題が引き起こされ、当然の権利である基本的人権が十分に保障されていない事実
がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民、小学生、中学生、高校生、学校教職員

意図
（どのような状態にしたいか）

様々な人権に関する講演会や研修会に参加することにより、正しい理解と知識をもって人権感覚を養い、すべての人
の人権意識を高め、あらゆる人権問題をなくす。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・玉名市人権教育研究協議会に委託して講演会等を開催する
・玉名市人権教育研究協議会総会開催への人的な支援を行なう
・玉名市人権教育研究大会を開催する
・人権・同和教育各研修会に参加する
・人権週間における街頭啓発活動を行う

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 市人権教育推進協議会事務局庶務事業

② 市町村人権同和教育協議会事業

③ 人権教育推進啓発事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 2,225 1,913 1,060 2,773 0

一般財源 2,225 1,913 1,060 2,773

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.45 0.55 0.55 0.55

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 4,878 4,925 4,072 5,796

小　　　　計 2,653 3,012 3,012 3,023

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

市人権教育推進協議会事
務局庶務事業

協議会へ人権教育研究大会を委託すると共
に、事務的支援を行う。 開催回数 回 1 1 0 1

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

5 2 5

人権教育推進啓発事業
人権啓発週間における啓発物
を配布する。

啓発活動回数 回 4 4 4 4

市町村人権同和教育協議
会事業

協議会主催の研修会に参加す
る。

参加回数 回 5

5,796

対象１単位あたりのコスト（千円） 10 10 0 14

R03年度予算

対象（ 人権教育研究大会参加者数 496 502 0 400

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 4,878 4,925 4,072

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 100.24% （↑） 0.00% （－）

90 90 90

90 90 0
1 市人権教育研究大会開催賛同率

意識調査による参加者の大会開催に
ついての賛同者の割合

％
90

500 500 400

496 502 0
2 市人権教育研究大会参加者数 参加者数 人

500

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症感染防止の観点から、市人権教育研究大会の開催を中止したため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

事業内容的に受益者負担を求めるものではない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、会議や総会など書面で開催可能なものについては書面決議で実施し、人権学
習会については、徹底した感染対策を行い開催した。市人権教育研究大会については、大規模な大会のため中止の判断とし
たが、感染状況等を考慮しつつ人権啓発の推進に取り組んでいる。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も新型コロナウイルス感染症の感染状況により、事業実施の有無の判断や、実施方法の見直しが必要となることが考え
られる。書面での実施の他に、録画やオンライン配信を利用するなど、人権啓発活動が滞ることなく推進できるよう、コロナ禍
における事業実施の方法を検討している。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、人権学習会については、感染対策を徹底して開催したが、
大規模な研究大会を始め研修会の開催については、書面開催となるなど、一堂に会しての開催が困
難であった。これまでの方法に加えて、関係者以外の多くの市民に対して人権問題の解消に向け新た
な啓発手段を研究する必要がある。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 1 11

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 成人式開催事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 緒方 麻依子

事務事業コード 221-5 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

■ 該当施策区分 （１）社会教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

成人になったことを自覚し、自ら生き抜こうとする新成人者を祝い励ます機会は重要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

当該年度の成人式参加対象者

意図
（どのような状態にしたいか）

成人としての自覚と責任を促し、地域社会の一員としての自覚を認識させる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

各中学校区の新成人者の代表2名ずつを「成人式実行委員会委員」と
して選出し、その実行委員会にて企画運営を行い、イベントの実施と式
典により成人式を開催する。
【実行委員会の役割】式典の企画と運営、当日の式典運営、アトラク
ション、記念品、案内状のデザイン、成人式のテーマ（実行委員会の実
施回数は8回程度。）
【市の役割】対象者案内・会場予約、広報、来賓通知、予算執行、実行
委員会の運営など個人情報を扱う業務については市で実施している。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① 玉名市成人式開催事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 777 743 580 1,533 0

一般財源 777 743 580 1,533

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.30 0.35 0.45 0.45

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 2,546 2,660 3,044 4,007

小　　　　計 1,769 1,917 2,464 2,474

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

玉名市成人式開催事業
成人式実行委員会を組織し、成人者の企画運
営により式を挙行する。 成人式案内者数 人 680 637 658 650

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

4,007

対象１単位あたりのコスト（千円） 5 5 0 8

R03年度予算

対象（ 参加者数 515 519 0 500

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 2,546 2,660 3,044

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 96.46% （↓） 0.00% （－）

75 76 76

75 81 0
1 成人式参加率 【参加者/案内者数×100】 ％

80

95 95 95

95 95 0
2 成人式満足度

式当日に実施するアンケート調査での参加
者の満足度の平均回答値

％
95

＊成果未達成時の理由
令和3年1月3日に開催を予定していた令和3年玉名市成人式が新型コロナウイルス感染症拡大により次年度（令和3年5月2日）に
延期となったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市負担事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

2022年の民法改正による成年年齢の引き下げに伴う2023年1月3日予定の成人式は、「20歳を祝う集い（仮称）」として20歳を
対象に従来どおり執り行うことを決定した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和3年5月の延期開催についても感染状況の収束が見込めず、万が一中止となった場合は、式典に代えて動画配信及び記
念写真撮影スポットの設置を検討する。成人式開催事業は、二十歳の門出をお祝いするとともに、自らの行動に自覚と責任を
持ち、家族や仲間、地域との絆を深め、心身共にたくましい社会人になるように激励するため、現状のまま継続とする。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、5月に延期した令和３年成人式は式典に代えて動画配信
での開催となった。令和４年成人式についても、リスクレベルやワクチン接種の動向等を勘案しながら
の開催となるが、万全の対策を講じて開催できるよう実行委員会とともに開催に向けて取り組む必要が
ある。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
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≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 1 12

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 高齢者教室開催事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 西川 慶一郎

事務事業コード 221-6 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

■ 該当施策区分 （１）社会教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市総合計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

生涯学習の立場から人口構成上高齢者社会の問題からも、高齢者教育の意義は極めて大きい。高齢者自身が高度
に発展してい行く社会に適合しながら能力を高め、自主的に生活を享受するとともに生きがいのある生涯を送れるよ
う活動の場を提供する。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

65歳以上の高齢者

意図
（どのような状態にしたいか）

高齢者教室を通して、豊かな老後をつくり、社会的教養を高め社会に適応できる能力を養い、社会参加の道を求め健
康維持に努めることを目的とする。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・玉名地区は5月から8月までの期間を前期、10月から2月までの期間
を後期とし、各6回、計12回の高齢者教室を開催する。
・横島地区は、地元団体が企画立案を行い、市がサポートを行い、いき
いきシルバー大学と称して年3回の教室を開く。
・天水地区はつらつ健康大学と称して年1回の教室を開く。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 高齢者教室事業（中央）

② はつらつ健康大学事業（天水）

③ いきいきシルバー大学事業（横島）

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 251 228 130 274 0

一般財源 251 228 130 274

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.00 0.20 0.05 0.05

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 1,764

0.45 0.45

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 251 1,323 1,282 1,437

小　　　　計 0 1,095 1,152 1,163

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

高齢者教室事業（中央） 高齢者へ学習の場を提供する 講座開催回数 回 12 12 4 20

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0 0 -

いきいきシルバー大学事業
（横島）

高齢者へ学習の場を提供する 講座開催回数 回 3 0 0 -

はつらつ健康大学事業（天
水）

高齢者へ学習の場を提供する 講座開催回数 回 0

1,437

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 3 13 2

R03年度予算

対象（ 高齢者教室・シルバー大学受講者数 500 418 95 600

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 251 1,323 1,282

563.45% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 15.86% （↓） 23.45% （↓）

528 528 600

500 418 95
1 講座受講者数 年間延べ人数 人

528

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症拡大により、前期講座及び後期講座の一部が中止となったため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

受益者負担はなじまない

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

コロナウイルス感染症の拡大により前期講座6回はすべて中止となり、後期講座についても6回中４回の開催であったが、 自
らの教養を高め、学び続けたいと願う高齢者の生きがいや健康づくりを支援することができた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

高齢者に体系的な学習及び社会活動への参加の機会を提供することによって、生きがいのある生活基盤の確立と健康の保
持・増進に役立てるとともに、地域活動の担い手を養成するため、今後も現状のまま継続していく。
　高齢者教室（中央）は、市内全域を対象としているため、令和3年度より細事業のはつらつ健康大学事業（天水）及びいきい
きシルバー大学事業（横島）を統合する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、参加者の感染リスクを考慮し、後期のみの開催となった。
人生100歳時代の到来と共に高齢者教室を充実させることは、新たな生きがいづくりと社会への関わりを創生することにつながることから、
これまで同様、時代に合った学習内容を提供するとともに新たな受講者の掘り起こしを進める必要がある。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 2 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 公民館施設管理・運営事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 原口　麻里奈

事務事業コード 222-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

□ 該当施策区分 （２）公民館の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 社会教育法、公民館条例、玉名市文化センター条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

公民館利用者が安心・安全に利用しやすいように、施設の整備や定期的な保守点検を行うなど適切に管理・運営して
いく必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

公民館利用者、中央公民館、岱明町公民館、横島町公民館、天水町公民館

意図
（どのような状態にしたいか）

定期的な施設の維持管理や修繕を行い、利用者が安全で衛生的に利用が出来る場所にするよう努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容
老朽化した施設の修繕や、備品の入れ替えを行うなど、維持管理を継
続的に推進する。 ⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 中央公民館（文化センター）施設管理運営業務

② 岱明町公民館施設管理運営業務

③ 横島町公民館施設管理運営業務

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 785 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 376 309 502 12,549 0

受益者負担 3,623 3,070 2,201 3,072

0

小　　　　計 43,218 49,874 42,162 133,007 0

一般財源 39,219 46,495 39,459 116,601

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.85 1.85 1.85 1.85

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,778 1,639

0.75 0.75

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 54,126 60,005 53,756 144,656

小　　　　計 10,908 10,131 11,594 11,649

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

■

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■ ・受益者負担がある ⇒ ■ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

□ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる □ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

中央公民館（文化センター）施
設管理運営業務

施設の維持管理・運営や貸出
等を行う。

利用件数 件 1928 1666 1096 1100

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

1527 1078 1100

横島町公民館施設管理運
営業務

施設の維持管理や貸出等を行
う。

利用件数 件 1511 1358 740 750

岱明町公民館施設管理運
営業務

施設の維持管理や貸出等を行
う。

利用件数 件 1566

144,656

対象１単位あたりのコスト（千円） 9 10 15 40

R03年度予算

対象（ 公民館利用件数 6040 5798 3602 3650

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 54,126 60,005 53,756

37.66% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 86.59% （↓） 69.35% （↓）

23 20 17

24 23 16
1 公民館利用率

年間申請件数÷利用可能コマ数（開館日数
×３（午前・午後・夜間））

％
22

4 4 3

4.6 4.5 3.1
2 1日の平均利用件数

｛（中央利用件数÷開館日数）＋（岱明利用件数÷開館日
数）＋（横島利用件数÷開館日数）＋（天水利用件数÷開
館日数）｝÷４

件
4

＊成果未達成時の理由
新型コロナウイルス感染拡大防止のため、臨時休館を行った。また、開館しているが、コロナ感染拡大防止のため、自主的に利用
をキャンセルする団体が多くあった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 4.09

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

国の緊急事態宣言や県独自の緊急事態宣言に伴い、令和2年4月1日～5月24日、8月10日～8月24日、令和3年1月～（夜間のみ貸館の停止）の計3回臨時休館を行った
ことにより、例年に比べて利用者が大幅に減少した。
コロナ禍でも開館時に安心安全に利用できるよう、館内の消毒の徹底や濃厚接触者特定のための利用者名簿の提出など、ソフト面において対策を行った。ハード面にお
いても感染拡大防止措置を行う必要があり、横島町公民館では、令和3年度に空調の改修を行う予定である。しかし岱明町公民館においては、建設が行われるため、喫
緊のハード面の改修等ができず、中央公民館においても大規模改修等があるため、施設への投資ができず、定期的な換気を行うなどの対応のみとなっている。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和3年度も新型コロナウイルスの影響が予想される。また、中央は急傾斜地解消工事、岱明は建設が行われ、その分駐車
場が減少する。また、横島は空調工事があるため、夏場の利用率は見込めない。したがって、令和3年度は外的要因により、
利用件数及び利用率が大幅に減少することが予想される。
コロナ禍でも継続して施設の利用ができるよう今後も継続して感染対策を行う。
また、中央公民館のあり方や大規模改修も決まっていない状況ではあるが、利用者が安心安全に利用できる施設のあり方を

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

施設運営にあたっては、新型コロナウイルス感染防止に徹底して取り組んだ１年であったが、利用者への感染対策の徹底はもちろん、施
設の再開にあたって動画配信を活用するなど新しい試みにも取り組むことができた。
大規模な改修や建替えを控えた施設の維持管理に関しては、費用対効果を十分検討し改修を進めることになるが、関係部署と連携し、将
来的な施設の在り方も含め十分検討を進める必要がある。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 2 6

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

■ □ □ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 生涯学習推進事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 原口　麻里奈

事務事業コード 222-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

□ 該当施策区分 （２）公民館の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 社会教育法 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

公民館活動では、公民館が連携し、子どもから高齢者まで市民一人一人が生涯にわたって学習し、自己実現を目指し、潤いのある豊かな人生をおくるため、各種公民館主催
講座を開講し学習の機会を提供している。しかし、子どもの数の減少や、高齢者の就業継続、情報化、ライフスタイルの多様化により、講座の受講者数が減少している。これか
らは、多様化・高度化する利用者の生活課題や学習ニーズを的確に把握し、いつでも誰でも学べる学習機会及び情報の提供を充実させる必要がある。また、主催講座受講生
と自主サークル活動参加者の交流を図れるよう、発表の場のあり方を検討する必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

市民

意図
（どのような状態にしたいか）

それぞれの世代の学習ニーズを把握し、生涯にわたって学び続けることができる学習機会の提供の充実を図る。また、公民館利用者は高齢者が多い傾向にあるため、学校の
長期休業日を利用して、子どもや親子を対象とした学習講座を実施し、子どもの居場所づくりや親子の触れ合いの場の確保に努めるとともに、新たな受講者と受講者層の拡大
を図る。さらに、主催講座受講生と自主サークル活動参加者の交流を図ることにより、受講生同士の交流促進と情報交換を通じ、活動の機会や幅が広がるよう積極的な支援
を行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

市民が生涯にわたって学習できるように、多様な学習機会の場として、
各種公民館講座を開催する。2月には生涯学習フェスティバルを開催
し、主催講座と自主サークル活動の成果を発表する機会を提供する。
各公民館では、子ども相撲大会、通学合宿など地域の特色ある社会教
育事業を実施し、子どもの居場所づくりや学習機会を提供する。また、
なかよしの日では、五つのなかよし「家庭・友達・学校・となり近所・地域
全体」で喜びを感じられる社会実現のため、主催講座や広報を通して
なかよしの日の普及啓発を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 中央公民館生涯学習事業

② 岱明町公民館生涯学習事業

③ 横島町公民館生涯学習事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 11 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,375 3,675 1,860 3,122 0

一般財源 4,375 3,675 1,849 3,122

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.60 1.88 2.38 2.38

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 536

0.75 0.75

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 13,809 13,970 16,356 17,685

小　　　　計 9,434 10,295 14,496 14,563

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

■ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

中央公民館生涯学習事業
各種講座を開催し、子どもから高齢者までの学
習の機会を与える。 講座開催回数 回 138 131 68 50

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

76 72 70

横島町公民館生涯学習事
業

各種講座を開催し、子どもから高齢者までの学
習の機会を与える。 講座開催回数 回 64 70 38 25

岱明町公民館生涯学習事
業

各種講座を開催し、子どもから高齢者までの学
習の機会を与える。 講座開催回数 回 76

17,685

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 市民 66850 66319 65817 65189

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 13,809 13,970 16,356

91.60% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 98.06% （↓） 84.77% （↓）

100 100 100

75 88 89
1 講座受講者数の割合 募集定員に対する受講者数の割合 ％

100

- - 5

- - 13
2 動画配信回数 年間の配信数 回

-

＊成果未達成時の理由
新型コロナウイルスの影響により、開講できる講座数が減少したこと・受講を見合わせる人が多かったことにより目標を達成できな
かった。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

該当なし

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

趣味的な定期講座の開講数を中央においては、令和元年度に15講座あったものを、5講座まで大幅に減らした。その代わりに、地域課題・行政課題に関する講座として、
令和2年度は自助をテーマとした防災に関する講座や高齢者等の情報弱者を減らす目的でＬＩＮＥアプリに関する講座、小学生を対象としたお金に関する講座などを開講
した。さらに、コロナ禍でも講座を開講できるよう、動画での講座の配信を開始した。

　また、令和2年度より社会教育係の地域学校協働推進事業と熊本県社会教育課と連携し、地域課題や地域として取り組みたいことを提案したり意見を集約したりできる

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

コロナ禍でも継続して講座を展開するために、対面講座の定員数を見直しや動画の配信を継続して行う。また、行政課題・地域課題解決の講座を幅広く展開するため
に、各課との情報共有等も随時行い、講座へ反映する。さらに、課題解決に関する広報に関しては、当該講座に興味がある層や団体への直接の広報活動を中心に行
う。
しかし、4公民館すべてにおいて趣味の講座を減らし、課題解決の講座を開講するわけではなく、公民館の特性や地域性を活かしながら、その土地に応じた公民館のあり
方や講座の展開を模索していく。
自主サークルにおいては、コロナ禍でも継続して利用できるよう支援を図る。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
年間を通じてコロナ禍にあり、施設の臨時休館を余儀なくされ、準備した講座の開講が予定通りに開催できなかった。そのような中でも、必
要とされている地域課題や行政課題を的確に判断し、関係部署と共催による動画配信による講座の配信等に取り組むことができた。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 岱明町ホタルの里維持管理事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 岸田　稔

事務事業コード 222-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

□ 該当施策区分 （２）公民館の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

水環境の変化でホタルが生息しにくい環境となっているが、ホタルの保護や自然環境整備により改善が認められる。現在ホタルの
里は、地元小学校等の環境教育の場でもあり、訪れる人々に環境保全の大切さと自然の豊かさを再認識させるものとなっている。
依然、環境の変化による水量の問題等が課題であるため、玉名市の恵まれた自然環境という財産保護の一環として、ホタルの里
事業の役割は大きい。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

施設（ホタルの里）・市民

意図
（どのような状態にしたいか）

ホタルの保護・育成を通じて、市民の自然環境保全への関心を高めるとともに、活動の輪を広げる。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

ホタルの繁殖活動を通じてホタルの里づくり・環境保全を進め、環境意
識の高揚を図っている。
・給水管やポンプ等の設備の維持管理
・ホタル観賞会（5月）、産卵用の成虫採集（6月～7月）、幼虫の開田川
放流（10月から）
・水質調査、人工飼育、生態に関する研究、除草・清掃・開田川整備

⇒

事務事業を構成する細事業（　2　）本

① 岱明町ホタルの里維持管理業務

② 岱明ホタルの里委託業務

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 943 833 688 845 0

一般財源 943 833 688 845

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.15 0.15 0.15

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 1,827 1,654 1,509 1,670

小　　　　計 884 821 821 825

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

■

■

□

□

□

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

岱明町ホタルの里維持管
理業務

施設の点検、修理等を行い、適
切に管理を行う。

点検、修理確認回数 回 12 12 12 12

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

366 365 365岱明ホタルの里委託業務
ホタルの生育に必要な環境の整備
を外部に委託し行う。

環境保全活動日数 日 365

1,670

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 1 1

R03年度予算

対象（ 観賞会等参加人数 2203 1800 2050 2000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 1,827 1,654 1,509

88.16% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 90.25% （↓） 124.83% （↑）

25 25 25

25 25 25
1 成虫したホタルの割合 幼虫から成虫になったホタルの割合 ％

25

2500 2500 2000

2203 1800 2050
2 ホタルや環境保全に関心を持つ人数 観賞会・保護活動等に参加した人数 人

2500

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症予防の観点から、観賞会の中止や諸活動の自粛が要因で参加人数が減少した。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

該当しないため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

特になし

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

ホタルは水がなければ生育せず、山からの湧水や川の水量の減少や気象状況に左右される。
非常時の水の確保に努め、適正管理を継続し、ホタルを通じて環境保全活動を行い、環境学習の場となるよう継続して事業を
展開する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
ホタルの里は、子供たちの環境教育の場でもあり玉名市の恵まれた自然環境という財産保護の一環と
して、ホタルの里事業の役割は大きいことから、ハード面の整備については継続して実施すべきと考え
る。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

□

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 2 18

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ □ □ ■ 】

□ □ □ ■ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 生涯スポーツ推進事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 萩尾猛

事務事業コード 222-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

□ 該当施策区分 （２）公民館の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

スポーツを通じて、心身ともに健康な身体を保持し、又、健康づくりや体力づくりに励む多くの市民を育てるなか、市外
や県外の方に、特産品のＰＲや地域活性化にもつながるような施策を取り組む必要がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

参加者、市民

意図
（どのような状態にしたいか）

スポーツを通した健康づくりの推進と地域活性化を図るとともに、みかんなどの特産品を市内外にＰＲする場として活
用する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【 大会実行委員会

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

みかんの里スポーツまつり事業は、種目協会等で構成する実行委員
会が主催する。開催支援として、大会運営経費に対する補助金の交付
や人的なサポートを行う。大会種目としてウォーキング、マラソン、ソフト
テニス、ペタンクである。

⇒

事務事業を構成する細事業（　1　）本

① みかんの里スポーツまつり事業

②

③

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 5,905 2,353 190 0 0

一般財源 5,905 2,353 190 0

人
件
費

職
員
の

職員人工数 1.46 0.40 0.25 0.00

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 645 115

0.00 0.00

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 14,513 4,543 1,559 0

小　　　　計 8,608 2,190 1,369 0

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

□

□

■

■

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ □ □

□ ■ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

みかんの里スポーツまつり
事業

補助金を大会実行委員会に交付
し、大会開催の支援を行う。

実行委員会等開催回
数

回 4 4 2 －

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

0

対象１単位あたりのコスト（千円） 2 5 0 0

R03年度予算

対象（ 参加者数 6882 854 0 0

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 14,513 4,543 1,559

0.00% （－）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 39.64% （↓） 0.00% （－）

1050 900 －

6882 854 0
1 スポーツイベント参加者数（全体） 延べ参加者数 人

6000

750 700 －

5944 645 0
2 スポーツイベント参加者数（市外） 延べ参加者数（市外） 人

4600

＊成果未達成時の理由
令和２年度をもって事業終了の予定だったが、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、７月３日に開催した実行委員会にお
いてスポーツまつりの中止を決定した。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
c

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

令和２年度を最後に事業終了予定であったが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止し、事業終了した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

令和２年度で事業終了した。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
地域内の交流を目的とするものであるなら同時期に他のスポーツイベントも多く開催されており、人的
な支援も厳しいこと、また、みかんの消費拡大及びPR活動としての開催については、費用対効果の面
からも開催方法を見直す時期に来ていることにより、実行委員会に諮り事業の終了を決定した。

評価責任者

平川伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 3 2

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 図書館運営事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 井上　純奈

事務事業コード 223-1 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

□ 該当施策区分 （３）図書館の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 図書館法、玉名市図書館条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

今日の図書館においては、多様化、高度化する市民の学習ニーズに対応できる図書資料の整備が求められているこ
とから、各図書館の蔵書及びその構成、システム等の専門知識を備えた公共図書館としてサービスを提供する必要
がある。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

図書館利用者、団体、図書館

意図
（どのような状態にしたいか）

窓口サービスを向上させ、利用者ニーズにあった図書資料を計画的に収集することで、蔵書の充実及びインターネッ
ト端末利用拡充を図り、より多くの方に利用してもらう。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・窓口業務をとおして図書館運営の充実を図る。
・利用者のニーズにあった図書資料を収集して計画的に蔵書の充実を
図る。
・市民のニーズにあった図書備品の購入。
・寄付金を活用して図書資料（児童書）の充実を図る。
・図書館の利用拡大及び読書推進を図るための運営や管理を行うため
に、協議会に対し諮問する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　6　）本

① 図書館窓口業務

② 図書館資料整備事業

③ 図書備品事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 68,358 64,623 79,683 77,861 0

一般財源 68,358 64,623 79,683 77,861

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.30 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,208 0

0.15 0.15

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 69,832 66,266 81,619 79,806

小　　　　計 1,474 1,643 1,936 1,945

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

図書館窓口業務
委託業者により貸出・返却など
の窓口業務を行う。

図書館（４館）の平均開
館日数

日 271 265 227 254

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

13460 13108 13248

図書備品事業
市民のニーズを踏まえた本や視聴
覚資料の購入を行う。

年間購入資料
数

点 36 63 30 43

図書館資料整備事業
収集方針に基づき購入図書の
選定や発注を行う。

年間購入冊数 冊 13175

79,806

対象１単位あたりのコスト（千円） 1 1 2 1

R03年度予算

対象（ 図書館利用者 97071 89785 50659 79000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 69,832 66,266 81,619

159.49% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 97.47% （↓） 45.81% （↓）

5.6 5.2 4.5

5.5 5.1 3.8
1 人口一人当たり図書貸出冊数 人口一人当たりの図書貸出冊数 冊

5.5

4 4 5

3.8 3.7 4.9
2 利用者一人当たり図書貸出冊数 利用者一人当たりの図書貸出冊数 冊

4

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症拡大防止により開館日数が減少したため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
a

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

岱明図書館、天水図書館とも計画的に購入を進めている。現在はまだ書棚が空いているところがあるが、今後は年数経過とと
もに埋まっていく予定である。昨年度に続き、本の種類や冊数を増やしていく必要がある。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

A
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も利用者のニーズに合わせて本を選書し蔵書冊数を増やしつつ、利用者の増加に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
利用者や図書館協議会の意見を十分取り入れて地域ごとに特色ある図書館運営を目指すとともに、地域の特色を生かした蔵書の充実を
図る。また、コロナ禍でも安心して施設が利用できるよう臨時交付金を活用し、閲覧室や窓口へのパーテーションの整備や図書消毒機を
導入することができた。電子図書館の運用を開始することで、更なるサービス拡大と利用者の掘り起こしにつなげる。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 3 3

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 子ども読書推進事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 井上　純奈

事務事業コード 223-2 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

□ 該当施策区分 （３）図書館の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 図書館法、玉名市図書館条例、子どもの読書活動の推進に関する法律 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画、玉名市子ども読書活動推進計画（第二次） 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

現在こどもの生活環境はテレビやゲーム、携帯電話、インターネット等の様々な情報メディアの発達・普及により情報が氾濫する中
正しい判断能力が必要とされる。さらに幼児期からの読書週間の未形成により読書離れが進行し、その影響が懸念される。国は
「子どもの読書活動の推進に関する法律」を公布するなど、すべての子どもがいつでも、どこでも読書ができる環境づくりに取組む
事とされている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

乳幼児、小学生、中学生、高校生

意図
（どのような状態にしたいか）

図書館への関心を深めるとともに、子どもが読書に親しむ機会を提供し読書環境の充実に努める。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・子どもが読書に親しめるように家庭、学校、関係機関等と連携・協力し
て読書に親しむ機会を提供する。
・図書館から離れた保育所（園）・幼稚園・小学校を移動図書館車で巡
回して貸出を行い読書に親しんでもらう。
・ボランティアの協力で赤ちゃんと保護者にブックスタートパックを紹介
し絵本を配布する。
・各図書館でボランティアグループによるおはなし会を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　4　）本

① 子ども読書活動推進事業

② 移動図書館車事業

③ ブックスタート事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 1,485 1,333 1,376 1,411 0

一般財源 1,485 1,333 1,376 1,411

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.35 0.40 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 806 0

0.15 0.15

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 3,549 3,523 3,859 3,906

小　　　　計 2,064 2,190 2,483 2,495

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

■

■

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

子ども読書活動推進事業
童話発表大会・読書感想文等の読書に親しむ
機会を提供する。

子ども読書活動行事実
施回数

回 8 8 4 6

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

388 250 363

ブックスタート事業
乳幼児4ヶ月健診での読み聞かせ
と絵本を配布する。

絵本配布数 冊 916 878 664 819

移動図書館車事業
移動図書館車で市内の保育所、小
学校等を巡回する。

巡回回数 回 452

3,906

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 図書館利用者 97071 89785 50659 79000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 3,549 3,523 3,859

154.09% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 93.17% （↓） 51.51% （↓）

350 310 250

359 306 214
1 高校生以下図書カード登録者数 高校生以下の図書カード登録者数 人

340

3.5 3.5 5

3.3 3.3 8.4
2

高校生以下利用者一人当たり図書貸出冊
数

高校生以下の利用者一人当たりの図
書貸出冊数

冊
3.5

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症拡大防止により開館日数が減少したため

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

新型コロナウイルス感染防止のため、例年行っているイベント等の中止もあったが、読書感想文コンクール、おはなしの絵な
ど、子どもたちが本に触れる機会を提供できるよう努めた。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

継続して読書に親しむ機会を提供していく。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

幼児期から本に触れる機会を充実させることが、将来的な読書離れを遅らせることに繋がることから、 移動図書館を始めおはなし会や
ブックスタートパック紹介など、市図書館独自の取組をさらに推進する。 ブックスタート事業については、新型コロナの影響により、４歳児
健診が保健センターでできなくなったことから健診時での配布ができなくなった。また、コロナ禍で読み聞かせや上映会の開催もできなかっ
たことから、事業推進にあたっての工夫や改善が必要である。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】

【２8】



≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 3 4

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 図書館システム事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 井上　純奈

事務事業コード 223-3 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

□ 該当施策区分 （３）図書館の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 図書館法、玉名市図書館条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

デジタルやインターネット情報等の普及により、利用者ニーズが多様化し、ネットによる蔵書検索や予約リクエストなど
の情報が提供が求められている。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

図書館利用者、団体、図書館、各種システム

意図
（どのような状態にしたいか）

貸出管理、図書管理は、図書館運営には重要である。蔵書及び登録者データーを合理的に管理し、利用者のニーズ
に応えサービスを迅速かつ円滑に提供する。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・電算システムにより貸出管理や蔵書管理等を行う。
・図書購入オンラインポータルサイト［ｔｏｏＬｉ」を用いて図書データーの
登録と管理を行う。
・収集方針に基づいた図書資料の選定と発注内容等を管理する。
・図書館システムのデータベースに図書目録をデータ化する。

⇒

事務事業を構成する細事業（　5　）本

① 図書館システム（ソフトウエア）運用事業

② 図書目録作成事業

③ 図書館オンラインポータルサイト（Ｔ００Ｌｉ）使用事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 1,316 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,745 4,370 3,714 25,672 0

一般財源 4,745 4,370 3,714 24,356

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.15 0.20 0.20 0.20

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.14 0.14

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 5,629 5,465 5,082 27,047

小　　　　計 884 1,095 1,368 1,375

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

■

■

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

図書館システム（ソフトウエ
ア）運用事業

クラウドサービスの利用により貸出管理、蔵書
管理、レファレンス等の業務を行う。

図書館の（４館）の蔵書
冊数

冊 259634 266600 260648 265000

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

5524 4518 5000

図書館オンラインポータルサイト（Ｔ００Ｌ
ｉ）使用事業

「ｔｏｏLｉ」を用いて発注し、図書のデータを登録、
管理する。 図書登録冊数 冊 10642 10724 10361 10500

図書目録作成事業
図書館システムのデータベースに
図書目録を作成する。

図書目録冊数 冊 5162

27,047

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 図書館利用者 97071 89785 50659 79000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 5,629 5,465 5,082

29.30% （↓）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 95.27% （↓） 60.68% （↓）

380000 350000 250000

364468 336673 249356
1 図書館（3館）貸出冊数 貸出延べ冊数 冊

400000

1500 1600 2000

1591 1627 5505
2

図書購入メールリクエスト及び貸出ネット予
約合計件数

図書購入メールリクエスト及び貸出ネット予
約が行われた合計件数

件
1500

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症拡大防止により開館日数が減少したため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

図書館事業のため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

システムを利用した資料の登録を行い、予約やリクエスト等もシステムを活用しながら迅速に行えるようになった。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

継続して図書館システムの活用を図っていく。
また令和3年度は、電子図書館事業や図書システムの更新も控えているため、スムーズに更新等できるよう努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
電子図書館の導入にあたって、既存の図書システムや図書館ホームページの利便性の向上を検討すべきと考える。
コロナ禍にあって施設の臨時休館中でも、WEB予約により密を避けた貸出しを行うことができたが、図書システム・ホームページのインター
フェイスを改善することで、本の検索の利便性を向上させることができることから、電子図書の導入に併せて改良を検討する必要がある。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）

【19】【20】【21】【22】【23】【24】【25】【26】【27】【28】【29】
【18】

【20】

【２６】

【２５】

【２７】

【19】

【２１】

【２２】

【２３】

【２４】
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

□ □ □ ■

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 3 5

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 図書館施設管理事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 井上　純奈

事務事業コード 223-4 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

□ 該当施策区分 （３）図書館の振興

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 図書館法、玉名市図書館条例 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

各図書館は建設後年数が経過し老朽化が進行していることから、利用上の安全性の確保や、効率的な施設管理が
必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

図書館利用者、団体、図書館

意図
（どのような状態にしたいか）

利用者に対して安全で快適な図書館を提供するために施設の維持管理を適切に行う。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 Ｈ17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・施設の定期点検（消防設備点検、警備保障点検、浄化槽清掃維持管
理等）を行い、図書館が安心・安全に利用できるよう維持管理を行う。
・利用者に配慮し、安全で快適な利用環境を確保するため修繕等行
う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 図書館施設維持管理事業

② 図書館施設修繕事業

③ 横島図書館施設改修事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 820 0 20 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 4,326 6,082 20,929 4,591 0

一般財源 4,326 5,262 20,929 4,571

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.25 0.30 0.30 0.30

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 0 0

0.14 0.14

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 5,800 7,725 22,845 6,516

小　　　　計 1,474 1,643 1,916 1,925

【1】

【2】

【3】

【4】

【5】

【7】

【8】

【9】

【10】

【11】
【12】

【14】

【13】

【18】

【6】

【12】

【15】

【16】

【18】
【17】



≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

□

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

■

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

図書館施設維持管理事業
委託業者により施設の各整備
を定期的に点検する。

設備点検委託件数 件 4 4 4 4

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

11 14 10

横島図書館施設改修事業
カーボンマネジメント強化事業を活用し、空調・
照明設備の設計及び改修を行う。 設計及び改修件数 件 - 1 1 -

図書館施設修繕事業
施設や設備の修繕を行い、安全で快適な利用
環境を確保する。 修繕件数 件 8

6,516

対象１単位あたりのコスト（千円） 0 0 0 0

R03年度予算

対象（ 図書館利用者 97071 89785 50659 79000

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 5,800 7,725 22,845

546.75% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 69.44% （↓） 19.08% （↓）

98000 94000 60000

97071 89785 50659
1 図書館利用者数 図書館利用者（４館）の延べ人数 人

95000

2

＊成果未達成時の理由 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開館日数が減少したため。

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市が行う事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

経年劣化等により、随時修繕等を行った。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
c

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

C
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

今後も利用者が安心して図書館を利用できるよう施設の維持管理に努める。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見
市民図書館を始め施設の老朽化により随時修繕が必要な施設があることから、将来的な施設の在り
方を関係部署と協議したうえで、現施設に関しては、利用者に対して安全で快適な施設環境を提供す
るために施設の適切な維持管理に努める。

評価責任者

平川　伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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≪基本情報≫

□ □ ：

■

■ □

■ □ □ □

□ □

■ □ 】 款 10 項 5 目 5 1

≪事務事業の目的≫

≪事務事業の概要≫
□ ■ □

【 【 【

□ □ ■ □ □ 】

□ □ ■ □ □ 】

≪事務事業実施に係るコスト≫

事務事業の名称 青少年センター事務局事業
所管課 コミュニティ推進課

作成者（担当者） 緒方 麻依子

事務事業コード 221-7 実施 令和03年度(令和02年度実績)

事務ふりかえりシート

総合計画での位置付け

基本目標（章） ②人と文化を育む地域づくり 　重点
　施策

主要施策（節） （２）生涯学習の充実

■ 該当施策区分 （１）社会教育の推進

金額 0 千円】

法令、県･市条例等【 玉名市青少年センター規則 】
実施の根拠

（複数回答可）

市長公約 新市建設計画【 年度予定

その他の計画【 玉名市教育振興基本計画 】 該当なし

事業区分
ソフト事業 義務的事業 建設・整備事業 施設の維持管理事業

内部管理事務 計画等の策定及び進捗管理事務

事務事業の実施背景（どの
ような問題又はニーズがあ
るのか）

少年非行は低年齢化、一般化の傾向を示し、凶悪・粗暴な非行が社会に大きな衝撃を与える事件も発生し、増加して
おり社会問題となっている。そのような中で、地域住民及び関係機関並びに関係団体の協力の下で、地域の安全を確
保する活動が必要である。

対象
(誰、何に対して、受益者等）

青少年、青少年教育関係者および団体、市民

意図
（どのような状態にしたいか）

警察、学校、地域並びに関係機関等との連携を密にし、非行の早期発見や防止に努め青少年の健全育成を図る。

会計区分 一般会計 特別･企業会計【 細目

事業期間
単年度のみ 単年度繰返し 期間限定複数年度

年度】 H17 年度から】 年度～ 年度まで】

その他【

実施方法 直営 全部委託・請負 一部委託・請負 補助金等交付 その他【

事業主体 国 県 市 民間

R02年度決算 R03年度予算

事務事業の具体的内容

・市青少年センター事務局としての各種事務（会議開催、関係機関との
連絡調整等）を行う。
・市が委嘱した補導員による街頭での巡回指導等を行う。
・犯罪や非行のない社会を築こうとする活動である“社会を明るくする
運動”を毎年7月の強調月間に実施する。
・玉名広域補導連絡協議会事務局としての各種事務（定例会や研修会
等の開催）を行う。

⇒

事務事業を構成する細事業（　3　）本

① 青少年センター事務局事業

② 社会を明るくする運動事業

③ 玉名広域補導連絡協議会事務局庶務事業

0 0 0 0 0

全体計画

投
入
コ
ス
ト

事
業
費

(

千
円

)

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起債

H30年度決算 R01年度決算

0

その他 0 0 0 0 0

受益者負担 0 0 0 0

0

小　　　　計 3,536 3,511 1,542 3,025 0

一般財源 3,536 3,511 1,542 3,025

人
件
費

職
員
の

職員人工数 0.40 0.40 0.40 0.40

職員の年間平均給与額（千円） 5,896 5,476 5,476 5,497

会計年度任用職員人工数

[再掲]臨時・非常勤職員人件費（千円） 1,188 1,188

0.45 0.45

会計年度任用職員の年間平均給与額（千円） 1,950 1,973

合　　　　　計 5,894 5,701 4,610 6,112

小　　　　計 2,358 2,190 3,068 3,087
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≪事務事業の手段と活動指標≫

①

②

③

≪コスト評価による年度比較≫

)

≪事務事業の成果≫

≪事務事業の評価≫

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□

□

□

□

□

■

■

□

□

□

□

□

□

□ ・受益者負担がある ⇒ □ ・金額が妥当 □ ・金額が高すぎる、または安すぎる ％】

■ ・受益者負担が無い ⇒ □ ・設定できる ■ ・設定できない理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ）

≪前回からのふりかえり結果と今後の方向性≫

□ ■ □

□ □ □ 終了

□

□

■評価責任者記入欄■

R01実績 R02実績 R03計画

青少年センター事務局事
業

教育委員会が委嘱した補導員により青少年を
健全に育成する。 街頭補導実施回数 回 311 297 206 300

事務事業を構成する細事業 手段（細事業の具体的内容） 活動指標 単位 H30実績

2 0 2

玉名広域補導連絡協議会
事務局庶務事業

広域的に、青少年に関わる事
業に取り組む。

街頭補導実施回数 回 84 84 59 84

社会を明るくする運動事業 広報等の啓発活動を行う。 広報車巡回活動 回 2

6,112

対象１単位あたりのコスト（千円） 15 15 17 16

R03年度予算

対象（ 街頭補導実施回数 397 383 265 386

H30年度決算 R01年度決算 R02年度決算

投入コスト合計（千円） 5,894 5,701 4,610

109.86% （↑）

成果指標（意図の数値化） 計算方法又は説明 単位
H30目標 R01目標 R02目標 R03目標

H30実績 R01実績 R02実績

コ
ス
ト
評
価 コスト評価（対前年比） *** 99.74% （↓） 85.57% （↓）

14 7 1

15 8 1
1 市内少年犯罪発生件数

市内における18歳未満の少年少女が
犯した犯罪発生件数

件
5

16 9 3

17 10 3
2 玉名警察署管内の検挙・補導件数 玉名警察署が検挙・補導した件数 件

8

＊成果未達成時の理由

評価の視点 評価結果

妥
当
性

・市が実施するよう法令等で義務づけられている 妥当性評価

・法令等で義務づけられてないが、実施しなければ多くの対象の生活や活動等に支障をきたす a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・市が事業へ関与する必要が薄れている

・対象者は限定的であるが社会的弱者等を対象としている

・利用者、対象者の減少など、市民ニーズの低下傾向がみられる

・現在の市を取り巻く環境からも目的・意図する成果は妥当である
b

・事業開始当初の目的から変化してきている

・厳しい財政状況の中、実施する緊急性が認められない

効
率
性

・コスト評価の対前年度比は、前年度と比較して改善している 効率性評価

・直近２年で、コスト削減の努力・または検討はしているが、下がる余地は小さい a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・民間など、他の実施主体を活用し、成果を維持したまま事業費等の削減が可能である

・電子化等の事務改善、契約や人員の見直し、市の負担（補助）割合を下げること等により、コスト削減の余地がある

・サービスを維持するためこれ以外、他に手段が見当たらない
b

・現在の手段は過剰なサービスのため、改善の余地がある

公
平
性

・負担率【 0.00

市の事業であるため

前回のふりかえりに対して
見直し・改善状況

事務事業見直しに伴い、Ｒ２年度をもって玉名市青少年育成市民会議を廃止したことに伴い一部事業を「社会を明るくする運
動事業」に統合した。

有
効
性

・成果指標を設定している 有効性評価

・成果指標の目標値を達成した a  高い
b やや高い
c やや低い
d  低い

・現在の事業を継続しても成果の向上は期待できない

・手段を工夫することで、さらに成果を向上させることができる

・法定事務であり成果は求めにくい

・事業について積極的にHPや広報等で情報提供している
b

・事業には地域住民、NPO、ボランティア団体等が参画している

・国/県/民間が行っている事業と重複、または、他の部等に類似・重複した事務事業があるため、事業内容を見直す余地がある

B
執行方法の改善 休止・廃止

今後の方向性に対する
見直し・改善の具体的内容

警察等の関係機関との連携を密にし、非行の早期発見や防止に努めるため、定期的に街頭指導を実施するなど、引き続き事
業を継続していく。また、青少年の健全育成に対する一般の理解と協力を深めるため、青少年育成市民会議で実施してきた中
学生・働く青少年（30歳未満）による「青少年の主張」弁論大会を開催する。

今後の方向性
拡充して継続 現状のまま継続 縮小して継続

総合判定

評価責任者（課長）の所見

１年をとおして、コロナ禍による外出制限により犯罪発生件数及び県境補導件数ともに減少したもの
の、表に現れない新たな犯罪の事案も懸念される。会議やイベント等が中止される中においても、青パ
ト巡回や地域の見守り活動を継続するとともに、玉名警察署や関係団体の協力を得ながら、安心安全
のまちづくりの実現に向けて取り組む必要がある。

評価責任者

平川 伸治

次年度への予算反映（連動）
・増額 （細事業名）

・減額 （細事業名）
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